
フランスの全国家族手当金庫による家族政策の流れ  

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」における  

次世代育成支援関連給付サービスの体系的整理  
平成19年12月にとりまとめられた「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」においては、現行の次世代育成支援  

に関連する給付・サービスについて、それぞれの給付サービスが担っている機能に着目し、以下のように整理。  

支援の内容（典型的なもの）  
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間勤務制度等  
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（現物給付）一時預かり（現金給付）出産・育児一時金児童手当  

健診・全戸訪問 子育て支援拠点 放課後子ども教室  

（第5回基本戦略分科会（平成19年10月）資料より抜粋）  
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現状の主な次世代育成支援施策に関する糞用負担と考え方  
制度区分・  

給付サービス名   
費用負担  現行の費用負担の考え方   

育児休業給付  ・雇用保険の保険事故（失業や失業に準ずる雇用継続が困難な  

状態）は、労働者及び妻妾享の双方の共同連帯により対処すべき  
事項であることから、労使折半により負担。  

・また、保険事故である失業が政府の．）・雇用政策とも無縁では  

なく、その責任の一端を担うべきであることから、一 国塵竜神。  
（育児休業給付については、それに準じた取扱い）   

保育所   ・児青福祉施設最低基準（※憲法第25条の「健康で文化的な最低限度の  

（〇厩］  生活」を保障するものとして制定）を維持するための着用の裏付けをすること  

により、児童に対する公の  を果たそうとするもの。  

（ 
・なお、公立保育所については、地方自治体が自らそ 

1′側  
の昔仔に基づいて言  

畳していることにかんがみ、平成16年度から一般財源化。   

児童手当   t 我が国の将来を担 う児青の健全育成の観点から、盈が一定の負担。  

地域佳良の冒 、にも密接につながるため、地左もー定の負担。  

l被用看（3此未満）l機用妻（3丘以上）  ∵‡ 蔓 
ることから、被用者に対する支給分について、量墓主もー定の負担。  

※上記の考え方を基本とした上で、平成12年・16年・18年の改正により支給対象とされた  
分（3歳以上）については、所得税の人的控除の見直し等により財源が賄われた経緯から、  

一重－・・重・萱●道  事業主の負担を求めていない。   

【所属庁1〔MO】 【国・県・市各1／3】  

地域佳良の福祉に密接につながることにより、地去もー定の負担。   

現在及び将来の労働力確保の観点から、重量主もー定の負担。   
保育・一時預かり・地域子育て  
児童育成事業  

次世代育成支援対策交   対策推進法に づく措置の、の一環として、   
付金（延長保育■全戸訪問  
事業・ファミリーサポートセン  〔  ）【酎摘′2】   直の負担による補助を行うもの。   

クー事業等）  

米性且上、1粕i邑冊県はl県Jと、市町村はl市jと表I己 
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各制度の糞用負担の現状①  
一事業主負担の考え方－  

○医療ヰ金・介護等の各制度の考え方を見ると、おおむね①給付が直接・間接に事業主の利益につながる  
こと、②事業主の社会的責任等の観点から、事業主負担を求めている。  

制度   壌業主負担の割合の轟線   寄集主負担わ考え方   

被用者緯鍵鍍障陰に加入ナることにより、疾屑又は負傷  
の不安が解略されこ安心し七働くニとが可能となり、そゐ  

を有し、また、扱用恵  
制度発足時（昭和2年）労使折半  効果は円滑な盤壷活動た意与する癒    の腱康保持や速やかな傷病かちの向療が密痴態串の増進琴  政府管掌  
（車線割合ユ／幻   をもたらす土ととな¢ 

腱腋保険  によるもの。そぬ負担細眉七っいて虹事■集主及び細者  
が均等の負碑を行うことにより、保険運嘗を円滑公平に行  
うことを意図した外国の立汝例の考え方を参考にしたこと  
等lこよる瞥   

制度轟足疇（昭和2年）労使折半   鹿則労使折半としている部分については政府皆無健振保  
（＝負担割合1乃）   組合管掌 腱廊鹿倹         晩（攻1酌七同じ。なお、健保組合の自立的な軍営ヰ撃兼   駄弦変質なし。ただし、規約で定め  主によ右福利廃盤の向上の飯森から、鹿lご恵める場合た  

弔と与ろにより、事業主の負担制愴  肢甑給吏め負担制合癒塵加することができ云土ととしてい  
を増卿きせることが可能。   る。   

観用者畦痩毎年金に加入すること宣より＼轟飴、鹿妻専  
榔密帝毎時（嘩和17年）労使折半       中本寮を無碍し、安心二し七飽くこ・とか句儀となや、そわ効l  

（輿親御含1／ヱ）  

厚生年金  
ことから 事潅  

果は再議な鍵盤活軌土恵与ナ・る諒を有すぁ  
そわ負担軸合についセは、それぞれ2身の．lずづときれた  
ものであろ。   
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鱒用保険ゐ主たる肇嚢である朱簸笥給如こ撃する♯用に  
・失翠専給付に係る保険料率  ついては、保険事故やある夷菜Lが軸恵庭び弥塞主由双方  
米菓解除御庄発痕噂ぐ暗和22   の共同洩姓氏上っ七封建すべき車重ヤあをため，事業主と  

車）女鹿折半（料担割合l／2）   捜保険者とが折半して負担をtている？  

また、附僻粧撃としt行われ奮い島尾飼保険王事秦iこ垂  
す冬動剛こぅい五は、雇用上め緒間軌ま、我が国中庭用貸  雇用保険  

・庸用嘩暁三鱒革に係る保険掛率  

以弥変更なし   

忽慣行や企業行軌土起由すると土ろが多く、かつ飼納金業  
雇用廃酸制度廉直時（昭和50  の努力によっでは無駄が困 ぬものであることから・∴彊喪  

年）全額事集主負担   主の典商連特によって対処す名士とl土より重器主の社会的  

以後、変更なし   欝任の一墟を果たすとの考え方からi草薮主ゐみぬ負担と  
している。   

隠密懇痘睡（噂軸咋）  

・被用者正対する掛叶わ7／18  

・二非被用者に対する給付は金額公許負細  

晦和57年改革時  の 

児恵手当  ・痩用者にういて特例縫付を創故  児金手当制硬ほ揺動基数止る塘幾力鱒払樫魁こ ご≧な盤且、事嚢生め立増穂密接は籍びっくものである  
負担割合は10／川  ため、事業室iとも応料あ負由を求めている。  

平成ユ2年・平成i6年改正時  

・3盛以上の児盤に対する給付等につき  

公費魚腹により支給抵陶を鱒大  

井草草軽快陛者（4¢歳以上年率歳末礪   

の医群像堺加入都の介護保険料は、労   
使節辛か原則。ただし、撤廃保険組合の  

介健保険場合の保険料は、健康保険法第75粂で密  めるとおり 
、怪腕塊塵組合ごとに改める   

ことが可能。  その弾痕割今については、革2号被保険者の介護鱒恢  
料は医療保険に上乗せで徴収されており．医療保険各  

法の規定に基づき詳憂されるこ車重手車至8   

【第11回「社会保障の在り方に関する懇談会」（平成17年7月26日）資料より抜粋】   
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各制度の費用負担の現状②  
一市町村に対する財政支援の状況－  

○ 市町村が主たる実施主体である各制度において、市町村の一般財源以外の財源（特定財源）による  
財政支援が行われている。  

制 度   市町村の一般財源以外の財源（特定財源）が占める割合   

保育所   私立…75％【市町村負担25％】 公立・・・0％【市町村負担100％】   

児童育成事業   66％【市町村負担33％、事業主負担33％、都道府県負担33％】   

次世代育成支援対策交付金事業  50％【市町村負担50％、国庫負担50％】   

100％【市町村負担0％、保険料50％、国庫負担43％、都道府県負担7％】  
国民健康保険  （※医療給付費から前期高齢者交付金を除いた額に占める割合の横臥詳細にみると、保険財政安定のため、国・都道府  

県・市町村はさらに公費負担を行っている。）   

87．5％【市町村負担12．5％、保険料50％、国庫負担25％、都道府県負担12．5％】  

介護保険  （※居宅給付費の場合。施設等給付費の場合は、国庫負担が20％、都道府県負担が17．5％）   

75％【市町村負担25％、国庫負担50％、都道府県負担25％】   

障害者自立支援法  
（障害偏祉サービス梵等）  
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次世代育成支援に関する利用者負担の現状  

（保育所の場合）   

○ 次世代育成支援に関する各サービスの利用者負担は、国の基準等を参考として、各市町村又は実施機関  

において定めるものとなっており、制度上、全国統一的に定まっているわけでない。   

○保育所について、国の基準等から推計した利用者負担額を見てみると、以下のとおり。  

【保育所】（1人当たり月額）  

年齢区分   責用総額   保護者負担額   公費負担額   利用者負担：公費負担   

0歳児   17．3万円   3．5万円   13．8万円   2：8   

1・2歳児   10．3万円   3．5万円   6．8万円   3 二 7   

3歳児   5万円   2．8万円   2．2万円   6：4   

4歳以上児   4．3万円   2．6万円   1．7万円   6：4   

【保育所】（総額）  

費用総額   保護者負担額   公費負担額   利用者負担：公費負担   

1兆7800億円   7600億円   1兆200億円   4：6   

※平成20年度保育所運営費負担金予算（案）板を基に算出  
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持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた  

「中期プログラム」  

〔 

成12 
〕  

Ⅰ．景気回復のための取組  

（1）世界経済の混乱から国民生活を守り、今年度を含む3年以内の景   

気回復を最優先で図る。このため、政府・与党においては、景気回復   

期間中に、減税措置及び定額給付金を税制抜本改革を前提に時限的   

ことを含め、当面、総額75兆円規模の景気対策（安心実現の   に行う   

ための緊急総合対策、生活対策及び生活防衛のための緊急対策）を   

着実に実施する。特に、景気後退の影響が大きい雇用、企業の資金   

繰り、生活者支援等の面で、様々な政策手段を適切に活用しながら、   

最大限の努力を傾注する。ま 

切な経済運営に万全を期す。  

（2）あわせて、世界の潮流変化を先取りした経済成長の実現に向け、   

日本の底力を最大限に発揮させる成長戦略を具体化し、推進する。  

Ⅱ．国民の安心強化のための社会保障安定財源の確保  

安心強化の3原則   

原則1．中福祉・中負担の社会を目指す。   

原則2．安心強化と財源確保の同時進行を行う。   

原則3．安心と責任のバランスの取れた安定財源の確保を図る。  

1．j堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度の   

急速に進む少子・高齢化の下で国民の安心を確かなものとするため、  

我が国の社会保障制度が直面する下記の2つの課題に同時に取り組み、  

堅固で持続可能な「中福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  
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（1）「社会保障国民会議最終報告」（2008年11月4日）などで指摘さ   

れる社会保障制度の諸問題や「中福祉」のほころびに適切に対応し、   

その機能強化と効率化を図ることにより、国民の安心につながる質   

の高い「中福祉」を実現する。  

（2）社会保障制度の財源（保険料負担、公費負担及び利用者負担）の   

うち、、公費負担については、現在、その3分の1程度を将来世代へ   

のつけまわし（公債）に依存しながら賄っている。こうした現状を   

改め、．必要な給付に見合った税負担を国民全体に広く薄く求めるこ   

とを通じて安定財源を確保することにより、堅固で持続可能な「中   

福祉・中負担」の社会保障制度を構築する。  

2．朝岡時進行   

国民甲安心強化と持続可能で質の高い「中福祉」．の実現に向けて、  

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、基礎年金  

の最低保障機能の強化、医療・介護の体制の充実、子育て支援の給付・  

サービスの強化など機能強化と効率化を図る。このため、別添の工程  

表で示された改革の諸課題を軸に制度改正の時期も踏まえて検討を進  

め、確立・制度化に必要な費用について安定財源を確保した上で、段  

階的に内容の具体化を図る。  

βし安心と責任の′うランスの取れた財源確保  

（1）社会保障安定財源については、給付に見合った負担という視点及   

び国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に   

分かち合う観点から、消費税を主要な財源として確保する。これは   

税制抜本改革の一環として実現する。  

（2）この際、国・地方を通じた年金、医療、介護の社会保障給付及び   

少子化対策に要する公費負担の費用について、その全額を国・地方   

の安定財源によって賄うことを理想とし、目的とする。  

このため、2010年代半ばにおいては、基礎年金国庫負担割合の2   

分の］■への引上げに要する費用をはじめ、上記2．に示した改革の   

確立・制度化及び基礎年金、老人医療、介護に係る社会保障給付に  

2  
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必要な公費負担の費用を、消費税を主要な財源として安定的に賄う  

ことにより、現世代の安心確保と将来世代への責任のバランスを取  

りながら、国・地方の安定財源の確保への第一歩とする。   

具体的には、上記の社会保障給付及び少子化対策に要する費用の  

状況や将来見通し、財政健全化の状況等を踏まえて、税制の抜本改  

革法案の提出時期までに、その実施方法と合わせて決定する。  

Ⅲ．税制抜本改革の全体像  

経済状況の好転後に実施する税制抜本改革の3原則   

原則1．多年度にわたる増減税を法律において一体的に決定し、そ  

れぞれの実施時期を明示しつつ、段階的に実行する。   

原則2．潜在成長率の発拝が見込まれる段階に達しているかなどを  

判断基準とし、．予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる  

仕組みとする云   

原則3．消費税収は、確立・制度化した社会保障の費用に充てるこ  

とにより、すべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。  

1．税制抜本改革の道筋  

（1），基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げのための財源措置や   

年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見   

通しを踏まえつつ、今年度を含む3年以内の景気回復に向けた集中   

的な取組により経済状況を好転させることを前提に、消費税を含む   

税制抜本改革を2011年度より実施できるよう、必要な法制上の措置   

をあらかじめ講じ、2010年代半ばまでに段階的に行って持続可能な   

財政構造を確立する。なお、改革の実施に当たっては、景気回復過   

程の状況と国際経済の動向等を見極め、潜在成長率の発挿が見込ま   

れる段階に達しているかなどを判断基準とし、予期せざる経済変動   

にも柔軟に対応できる仕組みとする。  

（2）消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密   

に区分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応  
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関係を明示する。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した  

年金、医療及び介護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てる  

ことにより、消費税収はすべ 

ない。，  

2．税制抜本改革の基本的方向性   

社会保障の安定財源確保を始め、社会における様々な格差の是正、  

経済の成長力の強化、税制のグリーン化など我が国が直面する課題に  

整合的かつ計画的に対応するため、下記の基本的方向性により更に検  

討を進め、具体化を図る。  

（1）個人所得課税については、格差の是正や所得再分配機能の回復の   

観点から、各種控除や税率構造を見直す。最高税率や給与所得控除   

の上限の調整等により高所得者の税皐担をうーき上げるとともに、給   

付付き税額控除の検討を含む歳出面も合わせた総合的取組の中で子   

育て等に配慮して中低所得者世帯の負担の軽減を検討する。金融所   

得課税の一体化を更に推進する。   

（2）法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化   

の観点から、社会保険料を含む企業の実質的な負担に留意しつつ二   

課税ベースの拡大とともに、法人実効税率の引下げを検討する。   

（3）消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを   

明らかにする観点から、消費税の全額がいわゆる確立・制度化され   

た年金、医療及び介護の社会保障給付と少子化対策に充てられるこ   

とを予算・決算において明確化した上で、消費税の税率を検討する。   

その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等総合的な   

取組みを行うことにより低所得者の配慮について検討する。   

（4）自動車関係諸税については、税制の簡素化を図るとともに、厳し   

い財政事情、環境に与える影響等を踏まえつつ、税制の在り方及び   

暫定税率を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検討   

する。   

（5）資産課税については、格差の固定化防止、老後扶養の社会化の進   

展への対処等の観点から、相続税の課税ベースや税率構造等を見直  
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し、負担の適正化を検討する。  

（6）納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上と課税   

の適正化を図る。  

（7）地方税制については、地方分権の推進と、国・地方を通じた社会   

保障制度の安定財源確保の観点から、地方消費税の充実を検討する   

とともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏在   

性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進める。  

（8）低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化を推進する。  

今後の歳出改革の在り方  

歳出改革の原則   

原則1二 

駄排除の徹底の継続を大前提とする。   

原則2・経済状況好転までの期間においては、財政規律を維持しつ  

つ、経済情勢を踏まえ、状況に応じて果断な対応を機動的  

かつ弾力的に行う。   

原則3・経済状況好転後においては、社会保障の安定財源確保を図  

る中、厳格な財政規律を確保していく。  

（1）経済状況が好転するまでの期間においては、景気回復と財政健全化  

の両立を由る観点から、財政規律を維持しつつ、経済情勢を踏まえて、   

状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う 
。  

（2）経済状況が好転した以降においては、社会保障の安定財源確保に向   

けて消費税を含む税制抜本改革を実行していく中、景気の後退により  

悪化した財政を建て直すべく、厳格な財政規律を確保していく。   

具体的には、国・地方を通じ、社会保障、非社会保障の各部門につ   

いて、以下の基本的方針の下にたゆまざる改革を実行することとする。  

（社会保障部門）  

「中福祉」に見合ったサービス水準を確保するべく、安定財源の確  
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保と並行して社会保障の機能強化を図るとともに、コスト縮減、給  

付の重点化等の効率化を進める。  

（非社会保障部門）  

非社会保障部門全体として、国民のニーズ等の変化を踏まえつつ、  

規模を拡大しないことを基本とし、効果的・効率的な公共サービス   

の提供を進める。  

ログラムの準備と実行  

準備と実行に関する原則   

原則1．経済好転彼の速やかな施行のために、税制抜本改革の実  

施時期に先立ち、制度的準備を整える。   

原則2．国民の理解を得ながら「中期プログラム」を確実に実行  

するため、税制抜本改革の道筋を立法上明らかにする。  

（1）経済好転後の税制抜本改革等の速やかな施行のために、その実施時   

期に先立ち、改革の内容の具体化を進めるとともに、法案その他の制   

度的準備を整える。政府においては、経済財政諮問会議や政府税制調   

査会などで行われる議論も踏まえっつ、関係省庁が連携してそのため   

の検討に着手する。  

（2）2009年度（平成21年度）の税制改正に関する法律の附則において、   

前記の税制抜本改革の道筋及び基本的方向性を立法上明らかにする。   

（3）基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げについては、2004年   

（平成16年）年金改正法に沿って、前記の税制抜本改革により所要の   

安定財源を確保した上で、恒久化する。2009年度及び2010年度の2   

年間は、臨時の財源を手当てすることにより、基礎年金国庫負担割合   

を2分の1とする。なお、Ⅲ．1．（1）における「予期せざる経済変動」   

に対応する場合には、それまでの間についても、臨時の財源を手当て   

することにより、基礎年金国庫負担割合を2分の1とする措置を講ず   

るものとする。  

（了）  
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社会保障  
国民会諸最終   
報告に基づく  

機能強化の課題  

r社会保陣国民金線中間報告」及び「同会  
旛七終報告」に描かれた峯を基に作成  社会保障の機能強化のエ程表  

2009  2010  2011  2012  2013  2014  2015   （～2025）  

財政検証  財政検証  

制度設計傾討  雷  法改正、根次実施  

・低年金・無年金者対策の推進  

（保険料免除制度の見直し、灸総翼枯期間の見直し、厚生年金適用拡大、保険料追納の弾力化）  
・在♯老齢年金制度の見直し等（1高齢者の就労に配慮した検討・実施）  
・育児期間中の保険料免除（→他の少子化対策と歩調を合わせて検討・実施）  など  

診療報酬改  

13～17の5か年）  
（現行’都道府   司 医療計 救急を  （2008～12   ′ ′√㌔      （新）都道府県医療計画（2        む急性期医療 

亨の  ・う  ㌧／■‘‘ィ、．す‥ ′診療報酬改定 ツ▲〆′．・．．r〆－  
（従事医師数の肋）   

曇  
臨床研傭の見直し 役割分担の推進（   医師と看痩 u虔的対応）   

↓  

レセプトオンライン化の   全実施   
請求への切替え  

・救急・産科等の体制強化  ・急性劇の機能分化推進   ○安心して出産できる昧紺 
・養成敷、臨床研修、役割分担の見直し等の制度的      」・地域包括ケアの推進と在宅医療の強  0救急患者の塾入れ⊥早期回復   
対応による人材確保  など      ．化・充実  など  q裡金種帰でき印刷ゐ穐築   

護報酬改   

葉4期介鮒2009～1  護計画（2012・、′14の3か 

】 

介護事業所の雇用  
萎 十七  

・専門性等のキャリアアップ、複軌看護体制の充 実等の評価を通じた介護従事者の処遇改善と  0居住系サ÷ビスの墟充、24時間対応、  
小規模多機能サービス充実による在宅  

確保  など  サ⊥ビスの整尉機能強庇  
など       ○雷度化由応、看巧叫機能、個劃ヒ・ユ  

ニうト化等の施設機能め強化  

「安心子ども 金」の設  

．  

「生活対策」、「5つの安心プ    新たな制度体系の創設  
ラン」に基づくサービス基盤    をにらんだサービス基盤  
整備（2008～10）  緊急整備  

べての≠ども・子育て家虚に必要な給付・サ⊥ビスを保  

・休業村上所得保障（出産前後の継続就業率55％）   

・働きに出る場合二保育サービス（3蛙未満児保育利用   
率38－44吼乃し入力【イ坤，  

→両袷吋は統今女は選択・併印可圃こ（シームレス化）  

・働いて小ない場合一月20鯛程度の一時削、りの利  
用を支援  

・学齢児⊥放課後児童クラブ（低学年利用如0％）  
⊥「小1の壁」の解消  

育児・介護休業法の見乱 

担割合2分の1の  

基礎年金国庫負  実現  
基礎年垂の撃嘩  
保障機能強化 

社会の構造変化  
に対する対応  

（医 療）  

急性期医療の機 能強化  

医師等人材確保 対策  

（介■■護）  

介護従事者の確  
保と処遇改善  

拡充と在宅介護  
居住系サービス  の強化  

仕事と子育ての  
両立を支える  
サービスの質と  

主の確保  
少
フ
丁
ル
ル
対
策
 
 

すべての家庭に  

対する子育て支  
援の強化  

子育て支援サー  
ビスを一元的に  

撞供する新たな  
制度体系の構築  

社会保障力ード（仮称）の実現に向けた  
環境整備（実証実験の実施等）  →2011年度中を目途とした導入   




